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住民税システム改修事業 みんなのための市役所

効率的な行政運営の推進

市民に信頼される市役所づくり

『市役所』がいきいき
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歳出予算事業概要書
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財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

②平成２１年以降の入居者に対する住宅ローン特別控除が新設されたことに伴い、税源移
譲に係る住宅ローン特別控除の取扱いも変更(対象者からの申告書提出→申告不要)となり

１　本年度必要経費

このため、市の住民税電算処理システムの大幅な改修が必要となっている。
の二点が変更となった。
従前は税務署が確認していた住民税控除額を市町村において算定する必要が生じたこと。

①上場株式等の譲渡損失と配当所得との間の損益通算の特例が創設されたこと。
地方税法改正により、平成２２年度賦課分から、

　　H22.5　　　　　　賦課決定
　　H22.4～　　　　　システム稼動開始（税額計算）
　　　　　　　　　　　市民税課における改修内容のチェック
　　Ｈ21.10～Ｈ22.2　電算システム改修
３　システム改修スケジュール

　　（H11年入居者からを対象）
２　取扱い件数　2000件／年…賦課期間中の2ヶ月程度で算定処理を実施

　　住民税システム税制改正対応業務　情報センター委託料

地方税法、地方税法施行規則、市税条例等

１　財源　一般財源
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